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は じ め に

労使紛争処理機関の創設・改革が進み，その最後のメニューとも言うことの

できる労働審判制度も２００６年４月１日に運用が開始された。１）このようななか

で，重要課題として挙げられるのが，紛争処理に関わる専門的知識を有する人

の確保の問題であろう。いかに理想的な制度を作ったとしても，その運営に携

わるのに適した人材が確保されなければ，組織に魂は入らず，労使紛争処理機

関の創設・改革を促した趣旨どおりの運営は確保されず，法の意図は実現困難

となる。２）専門的な知識，技能を持って労使紛争処理に携わる人材の大幅な増加

が必要とされており，その供給源として，弁護士の他，社会保険労務士や司法

書士などの隣接法律専門職に期待が集まっている。

２００１年の約２万２千人から２０１８年頃には５万人規模へと法曹人口の大幅な

増加が見込まれるなかで，その大部分を占める弁護士は，大方の事件が少額の

事件であることから積極的には労働事件に関わってこなかった者も，労働事件

に本気で取り組まざるを得なくなるであろう。３）

また，司法書士は，２００３年施行の司法書士法改正により，法務大臣が指定

した司法書士特別研修を修了後に，考査に合格し認定を受けた，いわゆる「認

定司法書士」については，簡易裁判所における１４０万円までの民事訴訟や６０

万円までの少額訴訟などの各種の手続や和解交渉など，いわゆる「簡裁訴訟代

理関係業務」を依頼人に代わって行うことが認められている。司法書士会に登



録している司法書士で認定を受けた者は，２００５年１２月１日現在，９，１２３名に

も上っている。４）労働事件の処理に関しても利用しやすい簡易裁判所の制度にお

いて，労働事件を得意とする認定司法書士が大いに活躍することも想定される。

そして，社会保険労務士については，労使紛争解決手続代理業務の拡大や争

議不介入規定の削除などを内容とする社会保険労務士法の改正が２００５年６月

１０日に成立した。また，２００４年１２月に公布された「裁判外紛争解決手続の利

用の促進に関する法律」（平成１６年法律第１５１号，以下「ADR法」という。）

により，民間紛争解決手続の業務についての法務大臣による認証の制度が設け

られ，「総合労働相談所」を開設している都道府県の社会保険労務士会も，こ

の認証を受けることが予想されている。今回の社会保険労務士法の改正や ADR

法の制定により，社会保険労務士が労使紛争に関わる場面が大幅に拡大し，我

が国の労使紛争処理制度にも多大なる影響を及ぼすものと考えられる。

そこで，本稿は，社会保険労務士法の改正を中心に，社会保険労務士をめぐ

る法制度の変化を，我が国の労使紛争処理制度に及ぼす影響に焦点を当てて，

検討を試みるものである。

第１章 社会保険労務士

社会保険労務士は，１９６８年６月３日に制定公布され，同年１２月２日に施行

された社会保険労務士法に基づく国家資格者５）で，社会保険労務士試験に合格

し，６）かつ，全国社会保険労務士連合会に登録することで，社会保険労務士とし

て業務を行うことが許される。２００５年１２月末時点での登録者は３０，１７３人で，

開業の者は１８，８８５人，勤務等の者は１０，９９５人となっている。７）その業務は，�

労働社会保険諸法令に基づく申請書及び帳簿書類の作成，�申請書等の提出代

行，�申請等についての事務代理，�労務管理その他労働及び社会保険に関す

る事項についての相談及び指導，�紛争調整委員会における個別労働関係紛争

のあっせん代理，からなる。�の個別労働関係紛争に関わる業務は，２００３年

４月１日施行の改正社会保険労務士法第２条第１項第１号の四により新たに認
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められたものであるが，社会保険労務士については，徐々に，たとえば，労働

委員会の公益委員，労働局の紛争調整委員会委員，民事調停委員，司法委員と

いった立場で，各方面の労使紛争処理制度に進出し，活躍し始めているという

実態もあった。８）

第２章 社会保険労務士法の改正とADR法の制定

ADR法は，司法制度改革の一環として制定されたものである。ADR法は，

裁判に比し手続が柔軟で，多様性を有する ADRに対する期待の高まりを背景

に，ADRの利用の促進を図るための制度基盤の整備を図るための法である。９）

ADRの制度基盤の整備の重要な課題の１つとされる，社会保険労務士などの

「隣接法律専門職種」の専門家の活用の拡充の具体化は，司法制度改革推進本

部の決定（平成１６年１１月２６日）で「司法書士，弁理士，社会保険労務士及

び土地家屋調査士について…裁判外紛争解決手続における当事者の代理人とし

ての活用を図ることとし…関係法案の提出を含め，所要の措置を講じていく必

要がある」とされていたことから，社会保険労務士法等の「個別士業法」の改

正に委ねられ，今回の社会保険労務士法の改正に至った。１０）

社会保険労務士法改正の重要ポイントは，�紛争解決手続代理業務の拡大

と，�労働争議不介入規定の削除であるが，紛争解決手続代理業務の拡大を正

当化する能力担保措置に相当する�紛争解決手続代理業務に係る研修・試験の

制度化も，付随的な重要ポイントとみることができる。なお，改正法の施行日

は，�，�については２００６年３月１日，�については ADR法の施行に合わ

せて２００７年４月１日である。

� 紛争解決手続代理業務の拡大

個別労働紛争解決促進法に基づいて都道府県労働局長の委任により紛争調整

委員会が行うあっせん制度は，２００１年１０月１日に開始されていたが，この

あっせん手続において社会保険労務士がその業務として，有償で紛争当事者の
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代理又は補佐行為を行うことは，弁護士法第７２条の規定に抵触するとされて

いた。１１）そのため，２００２年の改正社会保険労務士法第２条第１項第１号の四に

より，２００３年４月１日からは，個別労働紛争解決促進法第５条第１項の定め

る紛争調整委員会のあっせん手続において，「あっせん代理」を行うことがで

きるとされた。しかし，この時点で「あっせん代理」として認められた業務

は，あっせん期日における意見陳述，あっせん案の提示を求めること，あっせ

ん案の受諾及びあっせん申請の取り下げなどを行うことまでであり，「和解契

約の締結」は，あっせん手続外の法律行為であるとされていた。社会保険労務

士が当事者本人に代わって和解契約を締結することは，「あっせん代理」権限

の範囲外で，弁護士法第７２条に抵触する行為とされ，その結果，社会保険労

務士の代理業務の範囲は，その「あっせん代理」という名称から受けるイメー

ジよりも大きく限定され，１２）実質的には事務代理権を認められていたに過ぎな

いものであった。

今回の改正では，個別労働紛争に関する高い専門性を確保するために，後述

�の紛争解決手続代理業務に係る研修を受け，試験に合格し，その旨の付記を

受けた，開業している「特定社会保険労務士」については，「あっせん代理」

に加えて，手続に関する相談，和解の交渉及び和解契約の締結の代理までをも

行うことができる限定されない代理権が認められた（改正法第２条第３項）。

これにより，手続の開始から終了に至るまでの間の相手方との和解の交渉や手

続により成立した和解契約の締結が可能となった。１３）なお，この紛争解決手続

における代理権は，紛争解決手続に関連して認められたものであるから，たと

えば，「紛争解決機関の期日前に相手方と交渉し，和解して申立てを取り下げ

るという場合」１４）のように，手続との関連が全くない形で和解の交渉や和解契

約の締結の代理をすることは認められない。１５）

また，紛争調整委員会のあっせん手続に加えて，�個別労働関係紛争につい

て都道府県労働委員会が行うあっせん手続，１６）�男女雇用機会均等法に基づき

都道府県労働局長が行う機会均等調停会議による調停の手続，１７）�ADR法によ

１２２ 松山大学論集 第１８巻 第１号



る法務大臣の認証に基づいて厚生労働大臣が指定する団体が個別労働関係紛争

について行う紛争解決手続においても，同様の代理権が認められることになっ

た（改正法第２条第１項第１号の四～六）。�の「厚生労働大臣が指定する団

体」とは，ADR法第６条による法務大臣の認証に基づいて厚生労働大臣が指

定する，いわゆる「民間認証 ADR機関」であり，これに指定されるものとし

て各都道府県の社会保険労務士会が予定されているため，今回の法改正で盛り

込まれた。�の手続では，紛争価格が６０万円を超える事件は弁護士との共同

受任が必要とされており，解雇などの紛争価格の算定が困難な事件は，６０万

円を超える事件として弁護士との共同受任が必要となる。１８）

なお，社会保険労務士法人については，社員のうちに特定社会保険労務士が

ある法人に限り，定款でその旨を定めることにより紛争解決手続代理業務を行

うことができ（改正法第２５条の９第１項第２号及び同条第２項），法人におい

て紛争解決手続代理業務に実際に従事できるのは特定社会保険労務士のみであ

る（改正法第２５条の１５第２項）。また，２００３年４月１日施行の改正社会保険

労務士法第２条第１項第１号の四により，紛争調整委員会のあっせん手続にお

ける「あっせん代理」への業務拡大が認められたことに伴い，社会保険労務士

による業務の適正を図るために，全ての社会保険労務士を対象に，弁護士法第

２５条の規定に倣って，社会保険労務士法にも，特定の事件について業務を禁

止する第２２条を設けるとともに，弁護士法第２７条の規定に倣って，「非社会

保険労務士との提携」を禁止する第２３条の２が新たに規定されていた。社会

保険労務士法第２２条の趣旨は，第１に当事者の利益の保護，第２に社会保険

労務士の職務執行の公正の確保，第３に社会保険労務士の品位の保持にあると

されている。１９）今回の改正では，紛争解決手続代理業務は特定社会保険労務士

のみが行うことになり，特定でない社会保険労務士は，紛争調整委員会のあっ

せん手続における「あっせん代理」も行うことができなくなる２０）ことから，

社会保険労務士法第２２条を，全ての社会保険労務士を対象とする第１項（公

務員として職務上取り扱った事件等についての業務の禁止）と，特定社会保険
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労務士を対象とする第２項（紛争解決手続代理業務に関するものとして事件の

処理を承諾した当事者と利害対立する相手方の依頼により事件を処理すること

などの禁止）に分けて，禁止業務を規定し直している。

� 労働争議不介入規定の削除

社会保険労務士法では，「労働争議という労使の集団的対抗関係が顕在化し，

争議行為という実力行使が行われる労使紛争の渦中に，社会保険労務士という

法律により公的資格を付与され，公の信用を背景に業務を行う立場にあるもの

が介入することは，その公正性を疑わしめ，かつまた，本来労使間で自主的に

解決すべき労働争議をかえって複雑化させるおそれもある」という理由で，第

２条第１項第３号に規定する社会保険労務士の業務となる事務（相談，指導）

から「労働争議に介入することとなるもの」を除外するとともに，第２３条で

は，開業社会保険労務士について，「法令の定めによる場合」を除き，労働争

議に介入することを禁止してきた。２１）「法令の定めによる場合」とは，昭和４３

年法施行通達によれば，社会保険労務士が，弁護士，労働委員会の委員などと

して，法令の定めにより，その職務の範囲内で行う場合を意味している。２２）

この労働争議不介入規定については，時代にそぐわなくなっているとの指摘

もみられていた２３）が，「個別労働紛争には関与できて，集団的労使紛争には関

与できないのは，法制上矛盾する」２４）といったことから，今回の法改正で，労

働争議不介入規定が削除されることとなり，特定社会保険労務士か否かに関係

なく，社会保険労務士も労働争議に関わることができるようになった。通達（平

成１８．３．１厚生労働省基発第０３０１００２号・庁文発第０３０１００１号）によれば，

今回の改正による労働争議不介入規定の削除により，争議行為が発生し，又は

発生するおそれがある状態において，社会保険労務士は業務として当事者の一

方の行う争議行為の検討，決定等に参与することができることとなるが，労働

争議時の団体交渉において，一方の代理人になることは社会保険労務士法第２

条第２項の業務には含まれず，社会保険労務士の業務としては行うことができ
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ないとされ，「適正な労使関係を損なう行為」をした社会保険労務士について

は，厚生労働大臣が厳正に対処し，必要に応じ懲戒処分を行うことになると注

意までしている。２５）要するに，集団的な労使関係の場面にも関わることができ

るようにはなったが，代理行為までも認められたわけではない。その結果，社

会保険労務士の業務として，具体的には，団体交渉への同席や，労働組合側に

よる争議行為の企画，実行への参与，争議行為に対する使用者側の対策や立会

いへの参与などができるようになったが，使用者に代わり，社会保険労務士の

みが団体交渉に出席して，労働組合との交渉に応じることまでは認められてい

ない。２６）

� 紛争解決手続代理業務に係る研修・試験

個別労働紛争に関する高い専門性を確保するための紛争解決手続代理業務試

験については，紛争解決手続代理業務を行うのに必要な学識及び実務能力に関

する研修であって厚生労働省令で定めるものを修了した社会保険労務士に対

し，当該学識及び実務能力を有するかどうかを判定するために，毎年１回以上，

厚生労働大臣が行うものとされた（改正法第１３条の３第１項）。すでに国の行

政簡素化方針に基づいて，１９９８年の社会保険労務士法改正（平成１０年５月６

日法律第４９号）で，社会保険労務士試験が全国社会保険労務士会連合会（以

下，「連合会」という。）に委託されていたこともあり，２７）紛争解決手続代理業

務試験については，連合会が，厚生労働大臣の委託を受けて実施することが予

定されていた（改正法第１３条の４）。そこで，連合会は，この研修と試験に「信

頼性の高い能力担保措置」として具体性を持たせるために，渡辺章専修大学法

科大学院教授を座長に，学識経験者３人，弁護士３人，社会保険労務士２人の

８人の委員で構成し，法務省１人と厚生労働省２人のオブザーバーも参加する

「社会保険労務士裁判外紛争解決手続代理業務能力担保措置検討会」を設置し

て，２００５年１月から，７回に及ぶ検討会を行い，その検討結果を同年９月１日

に報告書にまとめて発表した。２８）
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報告書は，検討会の設置の趣旨，「信頼性の高い能力担保措置」の検討の基

本的視点，検討の経過，検討の結果の４つの部分からなる。２９）

第１の「検討会の設置の趣旨」の部分では，�社会保険労務士による紛争解

決手続代理業務の拡大に至った司法制度改革審議会意見書からの流れを説明

し，�「社会保険労務士裁判外紛争解決手続代理業務能力担保措置検討会」を

設置した目的が「信頼性の高い能力担保措置」の具体的内容を検討することで

あり，研修及び試験は，検討会の報告に沿って行われるべきであると宣言され

ている。

第２の「『信頼性の高い能力担保措置』の検討の基本的視点」の部分では，

�社会保険労務士が紛争解決手続代理業務を行う能力を有することを担保する

必要があること，�全ての社会保険労務士が能力担保措置を経て特定社会保険

労務士になることが想定されていること，�専門家としての倫理の確立が不可

欠であり，倫理に関する社会保険労務士法の規定の解釈や運用に関する理解を

深める必要があること，�紛争解決手続において法に適った適正な解決を図る

ため，憲法を頂点とする法の体系の中で個別的労使関係法の制度及び理論を理

解する必要があること，�紛争解決手続のなかで主張，反論等や和解のための

交渉を的確に行う実務能力の習得，向上を図る必要があること，�全ての社会

保険労務士の受講等を可能とするために，実施場所を大都市に限定しないこと

や実施は土曜日及び日曜日を中心とすることを考慮するとともに，受講費用を

低廉なものにするよう努力すべきであること，が示されている。

第３の「検討の経過」の部分では，７回にわたる検討会の開催状況と検討科

目が各回数行できわめて簡単に示されている。

結論である第４の部分では，まず１として，研修に関して，�実施主体は全

国社会保険労務士会連合会がふさわしいこと，�研修は講義，グループ研修及

びゼミナールの３つの方式で構成し，総時間数は６３時間とすること，３０）�講義

は３０時間で，「専門家の倫理と責任」（３時間），「憲法（基本的人権に係るも

の）」（３時間），「民法（契約法，不法行為法の基本原則に係るもの）」（６時間），
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「労使関係法」（３時間），「労働契約・労働条件」（８時間），「個別労働関係法

制に関する専門知識（裁判例の研究）」（５時間），「個別労働関係紛争解決制度」

（２時間）の７科目からなり，その内容は全国同一のものとし，ビデオ，衛星

放送等を利用した実施を検討すること，�グループ研修は１８時間で，自主的，

効果的に行えるようテキスト等の教材を作成し，支部等を単位に指導的な社会

保険労務士を中心に１０名程度のグループを作り，ゼミナールで行うケースス

タディに関する申請書や答弁書の起案等を行うこと，�ゼミナールは１５時間

で，３０～５０人程度のクラスを作り，ケーススタディを中心に争点整理，起案，

和解，交渉の技術，権限と倫理等についてロールプレイ等の手法を取り入れて，

双方向で行うこと，�講師は大学教員，弁護士，社会保険労務士等，幅広く協

力を求めるべきであり，ゼミナールの講師については，事前に講師の研修等を

行って，全国で行われる研修の内容及び水準を統一すること，�研修の修了基

準は，全ての課程を真摯に履修することであるが，受講者に不可避な事態が発

生し修了基準を満たさなかった場合には，次回の研修で一定の範囲内での未受

講の科目の補習を可能とする配慮も考慮すること，が示されている。

次に２として，試験に関しては，�判定は，修了した研修の内容を理解し得

たかどうかを基本に行われるべきであること，�実務能力の判定という趣旨か

ら，個別労働関係紛争に関する具体的事例について，専門的解決能力及び実践

的知識を問うものとすること，�設問の一部については，社会保険労務士の権

限と倫理に関する問題を含めるものとすること，�試験の方法は，記述式の２

時間とすること，が示されている。

そして３はその他として，�研修及び試験の実施について，初年度である平

成１８年度については，研修，試験を２回ずつ行うように努めるべきこと，�

全国社会保険労務士会連合会が社会保険労務士の ADRに関する能力の向上を

目的に２００１年度から２００４年度に実施した「司法研修」（第１ステージ４８時間

及び第２ステージ３０時間）の受講者については，講義の受講を１２時間（「労

働契約・労働条件」の一部（５時間），「個別労働関係法制に関する専門知識（裁
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判例の研究）」（５時間）及び「個別労働関係紛争解決制度」（２時間））免除す

るとともに，起案等についてのグループ研修（１８時間）を個人で行うことを

認めるという特例措置を設けること，３１）が示されている。

この報告書をそのまま具体化する形で，初年度の２００６年度は２回，２００７年

度以降は１回，研修及び試験が行われるものとされた。３２）研修の総時間数は６３

時間以上とされ（改正法施行規則第９条の３），中央発信講義（３０時間）とグ

ループ研修（１８時間）は所属する都道府県社会保険労務士会が実施する研修

を受講し，ゼミナール（１５時間）は，所属都道府県社会保険労務士会ごとに

指定された実施地域（２００６年度の第１回は，札幌，仙台，東京（一部の会場

は，さいたま，千葉，横浜），名古屋，大阪（一部の会場は，京都），広島，福

岡，那覇，第２回は，札幌，仙台，東京，名古屋，大阪，広島，福岡，那覇の

予定）で受講することとされている。２００６年度の第１回の中央発信講義及び

グループ研修は，その日程及び時間等は都道府県社会保険労務士会ごとに異な

るが，４月２９日から５月３１日までの間に行うものとされている。ゼミナール

は，６月９日，１０日，１７日に全国一斉，同時刻に行われ，最終日の１７日に行

われる３時間のゼミナールの直後に，２時間の記述式試験が行われる。合格発

表は，１０月１１日である。第２回は，９月下旬から１１月上旬の期間内に実施す

ることが予定されている。３３）

試験が不合格の場合にも，改めて研修を受けることなく，次回の試験に挑む

ことができる。３４）連合会は，「研修をまじめに受講して理解をすれば必ず合格す

るという試験になる」３５）との理解をしているようであるが，司法書士が簡裁訴

訟代理関係業務を行うための認定を受けるための簡裁訴訟代理能力認定考査の

認定率（合格率）は，初年度である２００３年度に行われた第１回及び第２回に

ついては，それぞれ，７８．９％及び７７．５％と，受験者すべてが合格する試験と

はなっていないこと３６）と対比すると，全員合格で能力的な担保措置としての

意味合いを持たせることができるかどうかは疑問視されよう。
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� 付帯決議

なお，衆参両院において付帯決議がなされている。まず，参議院厚生労働委

員会平成１７年４月７日付けの「社会保険労務士法の一部を改正する法律案に

対する付帯決議」では，改正法の施行に当たり，�件数が急激に増加している

個別労働関係紛争をもたらしている諸要因の解消を図るべく，あらゆる政策努

力をすること，�民間紛争解決手続業務を行う団体の指定に当たっては適切な

審査を行い，指定後もその業務の公正かつ的確性について把握すること，�紛

争解決手続代理業務に係る研修及び試験については，必要な知識，実務能力，

職業倫理が担保されるものとすること，�特定社会保険労務士の業務内容及び

代理可能な範囲については，広報等その周知に努めること，�労働争議介入禁

止規定の削除が正常な労使関係を損なうことがないよう，社会保険労務士会及

び同連合会を通じて指導すること，�業務拡大に伴い，連合会において，綱紀

委員会や苦情処理相談窓口の設置など，国民からの信頼に十分応え得る体制整

備が図られるよう指導すること，の６つの事項について，政府が適切な措置を

講じることを求めている。３７）また，衆議院厚生労働委員会平成１７年６月８日付

けの「社会保険労務士法の一部を改正する法律案に対する付帯決議」では，衆

議院の付帯決議に加えて，�社会保険労務士による裁判外紛争解決手続の代理

業務等の運用に当たっては，利用者の利益や利便性を第一に考え，関係諸機関

の連携協力体制の整備のため万全を期すこと，�紛争解決手続代理業務試験委

員には，紛争解決手続代理業務に関して学識経験を有する者を必ず含めるよう

指導すること，�労働争議介入禁止規定削除に伴い社会保険労務士の業務が変

更される範囲については，広報等その周知に努めること，の３つの事項につい

て，政府が適切な措置を講じることを求めるとともに，参議院における付帯決

議の�に相当する事項については，研修及び試験の「内容の適正性維持と一層

の充実のため万全を期すこと」と，より強い表現を付加している。３８）
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第３章 改正点に関する日本労働弁護団からの反対意見

今回の社会保険労務士法の改正点については，日本労働弁護団が，早い段階

から反対意見を表明していた。

まず，２００２年１月８日には山本博会長名で，「社会保険労務士法第２３条等

（労働争議介入禁止）撤廃問題に関する声明」を出し，「社会保険労務士は，

労働裁判や労働委員会における労働事件の実務を知らず」，また，「開業社会保

険労務士は…使用者の側の利益のみを擁護する立場に立つもので」，「そのよう

な者が使用者側の利益を代弁する立場で労使紛争に介入することは，…労使交

渉に悪影響を及ぼし，労働争議の先鋭化ないし複雑化を招く結果となる」といっ

たことから，社会保険労務士の労使紛争への介入は全く不要であり，その弊害

の方が大きいとして，社会保険労務士法第２３条等（労働争議介入禁止）の規

定の撤廃に反対していた。３９）

また，ADR法の制定に関しては，２００４年５月２７日に，司法制度改革推進

本部 ADR検討会宛に，幹事長鴨田哲郎名で，「労働紛争における ADRについ

ての意見」を出し，労働紛争に関しては労働審判制度が創設されたことから，

「労働紛争の解決促進にあたって，新たな ADRを創設したり，認証制度を導

入する必要はなく，ADR法の対象に労働紛争を含めるべきではない」，との意

見を表明していた。４０）

そして，今回の社会保険労務士法改正に関しては，２００５年３月１０日に，幹

事長鴨田哲郎名で，「社会保険労務士法改正に対する意見」を出し，増加する

個別労働関係紛争を適切に解決する機関の「手続における当事者の代理人は弁

護士だけでは十分に需要に対応しきれず，ことに，解雇予告手当の支払など少

額の金銭的紛争については，労働法の素養のある誠実な社労士に一定の限度で

相応の役割が期待されるところではある」としながらも，�紛争解決手続代理

業務の拡大については，�男女雇用機会均等法に基づき都道府県労働局長が行

う調停については特定社会保険労務士に代理権を付与すべきではないこと，�
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「民間認証 ADR機関」が行う ADRについて特定社会保険労務士に代理権を

付与するとしても訴額に係わりなく弁護士との共同受任とするか，労働契約の

存否や終了にかかる紛争については弁護士との共同受任を絶対的条件とすべき

こと，�特定社会保険労務士の認定にあたっては，十分な研修を義務付けたう

え，独立した判定機関による厳格な試験を実施すべきこと，そして，�労働争

議不介入規定については削除すべきではない，という趣旨の一部反対する意見

を表明した。その理由として示されたのは，「層として」社会保険労務士の現

状を見ると，法的紛争解決能力への疑問があること，経営基盤が完全に事業主

にある社労士が労働者の代理人として誠実に業務を遂行しうるのか疑問がある

こと，連合会の出版した書籍の記述や社会保険労務士の行った個別の事例に問

題があること，というものであった。４１）特定の認定にあたり，十分な研修や厳

格な試験を要求することはもっともであるが，それが果たされれば，反対する

理由のうちの合理的なものと考えられるものの大半は克服されるであろうし，

それほど重大な弊害を想定することもできない。社会保険労務士に関する個別

の事例に問題があるといったことは，合理的な反対理由と評価することは困難

であろう。

第４章 社会保険労務士法改正が労使紛争処理制度に及ぼす影響

今回の社会保険労務士法改正が労使紛争処理制度に及ぼす影響としてまず挙

げられるのは，紛争解決手続代理業務の拡大により，労働関係に特化した唯一

の国家資格者である社会保険労務士が個別的労使紛争処理制度に関わる場面が

増大し，紛争が生じた場合の解決促進に貢献するとともに，紛争の発生予防に

もつながるものと期待することができるということである。特定社会保険労務

士になるための研修・試験は，２年目の２００７年度以降は年間１回３，０００名規

模で行われることが予定されているので，現在でも３万人を超える登録者すべ

てに研修・試験が行き渡り，大方のものが「特定」となるには，しばらく時間

がかかるであろうが，労使紛争処理制度を充実させる最大の課題とも言うべき
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専門的人材の量の増大と質の向上が図られることは確実であろう。労使紛争処

理の需要が多く見込まれる東京や大阪などでは，その業務を労使紛争処理に特

化し，韓国の公認労務士のように，４２）弁護士をも凌ぐ専門性を持って比較的低

廉に労使紛争処理に対応する特定社会保険労務士が登場する可能性もあろう。

ADR法に関する部分では，各都道府県の社会保険労務士会によって運営さ

れている総合労働相談所４３）が，全国レベルで「労働問題に特化した新たな

ADR」を提供することが期待される。ただ，一般に認知され，高い信頼を得

るまでには，かなりの時間と各都道府県社会保険労務士会の多大なる努力が必

要とされるであろう。４４）この「民間認証 ADR機関」における ADRにおいては，

社会保険労務士単独では紛争価格が６０万円までの比較的少額の事件しか受任

できないという不便さはあるが，弁護士との連携をはかることにより，改正の

意義を具体化すべきであろう。４５）

労働争議不介入規定の削除に関しては，これまでは社会保険労務士を利用し

てこなかった会社でも，労働組合のあるところでは，労働組合への対応も期待

して，雇用・労務管理をトータルで社会保険労務士に任せようとするところが

出てきて，受託率を高める可能性がある。４６）これにより，労働社会保険関連業

務や個別労働関係紛争に関わる業務に加えて，集団的労使の現場においても社

会保険労務士が活躍する可能性が出てきて，労使関係の安定に寄与することが

期待される。ただ，集団的労使関係に関わるには，高度の専門的知識や熟練が

必要であり，労働組合法など関連する法律に関して十分に学習しておく必要が

ある。また，労働組合対策に特化した社会保険労務士の登場も想定されるが，

公的制度を舞台にする個別労働関係紛争に関する代理業務とは異なり，集団的

労使の場面は公の監視の目が行き届かないことも多いことから，「適正な労使

関係を損なう行為」となる事例がないかを効果的に注視するシステム作りも必

要であろう。４７）
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お わ り に

紛争解決手続代理業務の拡大に関する改正部分が施行される２００７年４月１

日の時点では，労働審判制度も運用を開始して１年経過している状況となり，

出揃った労使紛争処理制度に対する周知もそれなりに進み，労使紛争の当事者

は，自己の事案に適した制度を選択することが可能な状態になる。４８）個別的労

使紛争処理制度としては，全国レベルでは現在最も機能していると言うことの

できる都道府県労働局の制度が，簡易，迅速，利用費用が無料でアクセスが容

易というメリットに加えて，社会保険労務士が代理人として紛争調整委員会の

あっせんや機会均等調停会議の調停に加わることが多くなれば，手続の質の向

上や使用者の手続への参加率の高まりも期待され，４９）今後も，中心的制度とし

て機能し続けるものと思われる。５０）労働審判制度に対する期待も大きいが，し

ばらくは弁護士が代理人として付くことが想定されており，労働者の側からす

ると，まだまだ敷居の高い制度と見ることができる。

今回の社会保険労務士法改正により，専門的な知識，技能を持って労使紛争

処理に携わる人材の増加をもたらす制度的な整備もさらに進むことになり，こ

れまで指摘されてきた「労使紛争処理機関やその関係者の連携・協力」に加え

て，労働相談や労使紛争のあっせん・調停・仲裁などに必要とされる専門的な

知識，技能の習得・向上や，紛争解決基準の統一を図るために，弁護士（裁判

官 OB）の他，社会保険労務士や司法書士などの隣接法律専門職，労使の実務

経験者，学識経験者，労働委員会・労政主管事務所・都道府県労働局などの労

働関係行政機関 OBなどに参加を求めて，統一的なプログラムによる研修や能

力認定を行う中立的な人材供給団体を設置することが必要とされる段階を迎え

ているように思われる。５１）
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注

１）開始１ヶ月で，東京地裁の２０件，名古屋，横浜地裁の７件，大阪地裁の５件など，３１

の地裁で９３件の申立てがあり，長野，福井，高松，福岡など１９の地裁では申立てがなかっ

た。名古屋地裁では５月８日に１件，東京地裁では５月１０日に１件，１回の期日で調停

が成立して解決に至った事件がある。愛媛新聞２００６年５月３日付朝刊４面，朝日新聞５

月９日付朝刊２面及び同５月１１日付朝刊２面

２）山本博「労働コンサルタント協会設立のすすめ」月刊労委労協２００３年１月号１７頁

３）小原健「新たな挑戦に向けて 弁護士業務の新領域を探る」自由と正義２００６年１月号

２８頁は，「弁護士が増加すれば，今まで弁護士があまり目を向けなかった領域にも，弁護

士が進出する可能性がある」と述べている

４）中村邦夫「さらなる飛躍へ向けて」月報司法書士２００６年１月号３頁

５）社会保険労務士制度の起源については，全国社会保険労務士会連合会編著『社会保険労

務士法詳解』（全国社会保険労務士会連合会，２００４）１頁以下参照

６）２００５年度の受験者４８，１２０人のうち合格者は４，２８６人で，合格率８．９％の難関である。

合格者の構成は，年齢別では３０歳代（４１．２％），職業別では会社員（４５．４％），男女別で

は男性（６３．８％）が多い国家資格である。不動産法律セミナー２００６年１月号１１１頁

７）月刊社会保険労務士２００６年２月号１６頁

８）堀谷義明「民事調停委員等について」月刊社会保険労務士２００４年６月号４～５頁及び池

田悦子「民事調停委員，家事調停委員と社会保険労務士」月刊社会保険労務士２００５年１０

月号５４頁

９）詳しくは，小林徹『裁判外紛争解決促進法』（商事法務，２００５）を参照

１０）惠美忠敏「ADRにおける隣接法律専門職種等の専門家の活用について」法律のひろば

２００５年４月号３５頁

１１）全国社会保険労務士会連合会・前掲注５）書１４２頁

１２）同上１４５頁

１３）厚生労働省労働基準局労働保険徴収課「社会保険労務士法改正の経緯と概要」労働法令

通信２００５年９月１８日号４頁

１４）同上

１５）菅谷公彦「社会保険労務士法の改正ポイント」企業実務２００５年１０月号８１頁

１６）都道府県労働委員会は，労働組合法に基づいて各都道府県に設置されている，公労使の

三者構成の委員からなる行政機関であり，歴史的には戦後から永いこと労働争議の調整や

不当労働行為事件の審査といった集団的労使紛争のみに対応する機関として活躍してきた

が，福島県，愛知県及び高知県を先駆として，２００１年４月から徐々に個別的労使紛争のあっ

せん（及び相談）を開始するところが増えてきて，現在では，東京都，兵庫県及び福岡県

を除く４４道府県において，個別的労使紛争にも対応している。都道府県労働委員会が個

別的労使紛争のあっせん（及び相談）を開始した当初の状況については拙稿「労働委員会
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における個別的労使紛争処理」松山大学論集１４巻１号（２００２）８１頁，最近の状況につい

ては拙稿「我が国における個別的労使紛争処理制度の現状」松山大学論集１６巻２号（２００４）

１１９頁及び竹本英雄「都道府県における個別労働関係紛争処理の一考察」中央労働時報２００６

年３月号２０頁参照

１７）機会均等調停会議による調停の最近の状況については拙稿「都道府県労働局における個

別的労使紛争処理の現状」松山大学論集１７巻１号（２００５）３５７頁参照

１８）改正法第２条第１項第１号の六。民事訴訟法第３６８条第１項。先見労務管理２００５年８

月１０日号１２頁

１９）全国社会保険労務士会連合会・前掲注５）書２４９頁

２０）改正法第２条第２項。厚生労働省労働基準局労働保険徴収課・前掲注１３）解説４頁

２１）全国社会保険労務士会連合会・前掲注５）書２５３頁及び斎藤邦吉・河野正『社会保険労

務士法の解説』（労務行政研究所，１９６８）５５頁参照

２２）全国社会保険労務士会連合会・前掲注５）書２５５頁

２３）橋詰洋三「社会保険労務士法の改正問題－２３条等の撤廃と，簡裁労働民事事件代理権の

獲得－」月刊社会保険労務士２００４年６月号９頁

２４）堀谷義明「ADRで責任重大！明日の社会保険労務士のために今やるべきこと」法律文

化２００５年１１月号３０頁

２５）労働法令通信２００６年５月８日号１２頁

２６）菅谷・前掲注１５）論文８３頁

２７）厚生労働省労働基準局労働保険徴収課・前掲注１３）解説５頁及び全国社会保険労務士会

連合会・前掲注５）書８０～９０頁参照

２８）検討会は，学識委員が全国社会保険労務士会連合会と日本弁護士連合会との間に立って

議論を集約するという構図で行われた。会報東京都社会保険労務士会３００号（２００５年１１

月１日発行）１４頁。検討会での議論や報告書は，全国社会保険労務士会連合会の HP（http :

//www.shakaihokenroumushi.jp）でも公開されていた

２９）報告書の全文は，月刊社会保険労務士２００５年１０月号４～８頁

３０）検討会で２つあったとされる大きな論点の第１は，研修時間の長さである。司法書士へ

の訴訟代理権付与のための研修が１０１時間であるということを参考にして，社会保険労務

士については訴訟代理権ではなく ADR代理権であることと，同様に ADR代理権が付与さ

れる土地家屋調査士の場合を考慮して，６３時間とされた。前掲注２８）会報東京都社会保

険労務士会３００号１４頁

３１）検討会での大きな論点の第２は，連合会が社会保険労務士の業務拡大への意欲とその妥

当性を示すために行った「司法研修」を研修時間とどのように関連させるかであった。今

回の能力担保措置とは別の研修であり考慮する必要がないという意見もあったが，社会保

険労務士の委員からの強い要請により，「司法研修」の受講者については，講義の受講の

一部免除などの特例措置が認められた。前掲注２８）会報東京都社会保険労務士会３００号
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１４頁。「司法研修」の内容については，加藤利昭「ADR代理業務への参入と能力担保措置」

不動産法律セミナー２００５年１２月号１９５頁参照

３２）２００６年度に行われる２回の研修について２月に募集が行われたが，２回で６，０００名の募

集人員を大幅に上回る希望者があり，抽選により受講者が決定されている

３３）研修の受講料は８５，０００円，試験受験手数料は１５，０００円となっている

３４）前掲注２８）会報東京都社会保険労務士会３００号１５頁

３５）同上・１４頁

３６）佐藤均『詳解司法書士法』（日本加除出版，２００４）７８頁

３７）月刊社会保険労務士２００５年７月臨時増刊号３頁

３８）同上・４頁

３９）季刊・労働者の権利２４５号（２００２）９８頁

４０）季刊・労働者の権利２５５号（２００４）１０３頁

４１）季刊・労働者の権利２５９号（２００５）１２５頁。なお，鴨田哲郎「労基法改正と解雇・リス

トラをめぐる紛争への対処」東京弁護士会弁護士研修センター運営委員会編『労働法の諸

問題』（商事法務，２００５）１８２頁参照

４２）李�「韓国の労使紛争解決システムと労使関係」日本労働研究雑誌５４８号（２００６年特別
号）３６頁

４３）総合労働相談所は，ADR法の成立等に合わせて，「ADR機関」として認証を得るため，

その基礎固めと実績作りの場として設置されたものである。栄治男「民間型 ADR機関の

認証をめざして」月刊社会保険労務士２００５年７月号５８頁。労働相談への対応は，会によ

り様々であり，たとえば，東京都社会保険労務士会は，事前の申し込みを受けて，面談形

式により，毎週火，木曜日の１０時３０分から１６時まで対応するとともに，電話相談のみ

の場合には，毎週水曜日の１０時から１６時まで対応している。また，愛媛県社会保険労務

士会は，事前の申し込みを受けて，面談形式により，毎月第２・第４日曜日の１３時から

１７時まで対応するとともに，電話相談のみの場合には，毎週火，木曜日の９時から１３時

まで対応している

４４）４４道府県の労働委員会が行っている個別的労使紛争のあっせん（及び労働相談）制度や

弁護士会の設置している「紛争解決センター」でも，その実績から見ると，必ずしも一般

に認知されているとは言いがたい状況にあると思われる。「紛争解決センター」について

は，拙稿「弁護士会の紛争解決センターにおける労使紛争処理」松山大学論集１７巻６号

（２００６）２７５頁参照

４５）社会保険労務士と弁護士との連携の現状を見ると，弁護士事務所に社会保険労務士が所

属している事務所が全国で６７（１．５％），弁護士が事務所外で社会保険労務士と提携してい

るケースは４６４事務所（１０．４％）となっている。日本弁護士連合会『弁護士白書２００５年

版』（日本弁護士連合会，２００５）９６頁

４６）労働・社会保険適用事業所のうち社会保険労務士に仕事を委託している割合を社会保険
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労務士の側から見た「受託率」は現在３０％程度といわれているが，これが５０％程度にな

ると，おおかたの社会保険労務士が本来の業務のみで事務所を維持できる，といわれてい

る。今回の改正による業務拡大により，開業するメリットも高まるとみられる

４７）連合会は，全国社会保険労務士会連合会会則第４３条の２～第４６条の２により，会員が

適正な労使関係を損なう行為をしてはならないことを明記するとともに，苦情処理相談窓

口や，不適切な業務を行った社会保険労務士に対する指導，綱紀委員会などに関する規定

を整備している

４８）漆畑睦璋「労使関係紛争処理制度における裁判外個別労働紛争解決手続（ADR）の現状

と今後の行方」スタッフアドバイザー２００５年９月号７０頁

４９）拙稿・前掲注１７）論文３５４頁

５０）漆畑・前掲注４８）論文７０頁

５１）山本・前掲注２）論文１８頁

（本稿は，２００６年度松山大学特別研究助成の成果の一部である）
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